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Ⅰ　個人所得課税

 (１) 物価上昇局面における基礎控除等の対応

　　  年間の消費者物価指数(総合)の上昇率を乗ずることで調整する。

　　  末調整からの対応とする。

　　① 基礎控除の見直し

　　  　引き上げる。

           ㋑  合計所得金額が2,350万円以下である個人　　62万円

           ㋺  合計所得金額が2,350万円を超え2,400万円以下である個人　　48万円

           ㋩  合計所得金額が2,400万円を超え2,450万円以下である個人　　32万円

           ㋥  合計所得金額が2,450万円を超え2,500万円以下である個人　　16万円

　　  　置を講ずる。

 　       　　又は公的年金等について適用する。

び公的年金等の源泉徴収については、令和９年１月１日以後に支払うべき給与等

(注２) 上記の改正及び下記④の改正に伴い生ずる公的年金等につき源泉徴収され

質的な価値が減少し、結果として、実質的な税負担が増加するという課題がある。こうした

  見直すこととする。

・ 基礎控除の本則部分については、見直し前の控除額に、税制改正時における直近２

・ 給与所得控除の最低保障額についても、基礎控除の本則と同様の措置を講ずる。

・ 源泉徴収義務者等の事務負担に配慮し、見直しの結果、控除額に端数が生ずる場合

には、万単位で調整するとともに、見直し初年は、月次の源泉徴収等では対応せず年

所得税については、基礎控除の額が定額であることにより、物価が上昇すると控除の実

課題に対応していくため、今後、次のような基本的考え方に基づいて基礎控除等を適時に

イ 基礎控除について、合計所得金額が2,350万円以下である個人の控除額を4万円

　　 　ロ  上記イの見直しの結果、基礎控除の額は次のとおりとなる。

ハ 上記イの見直しに伴い、公的年金等に係る源泉徴収税額の見直し等の所要の措

(注１) 上記の改正は、令和８年分以後の所得税について適用する。なお、給与等及

た所得税の額に係る超過額について、その公的年金等(確定給付企業年金法の
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 　       　　措置を講ずる。

　　　　　 措置を講ずる。

その後、改正の施行日である令和８年１２月１日以後に改正による基礎控除額等を

反映したところで、おそらく当初提出した準確定申告書等が税額過大となるため更正の

        請求を行うことになります。

        額が2,350万円以下である個人の控除額が4万円引き上げられることになりました。

        の基礎控除額により所得控除を行い、税額を計算し、申告することとなります。

㋺ 上記㋑の見直しに伴い、公的年金等に係る源泉徴収税額の見直し等の所要の

(注) 上記㋺の公的年金等の源泉徴収税額については、令和９年１月１日以後に支払

 　       　うべき公的年金等について適用する。

また、令和７年度税制改正において急遽追加された上乗せ措置についても令和９年

まで期間を延長し、中低所得者を対象に42万円まで引き上げる見直しが図られました。

ては、132万円)以下である場合の基礎控除の控除額の加算額を次に掲げる年分の

　　 　　　区分に応じそれぞれ次に定める金額とする。

ａ 令和８年分及び令和９年分 次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定め

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    る金額

なお、基礎控除の改正の施行日は令和８年１２月１日となりますので令和７年と同様

に令和８年１１月３０日までに申告期限の到来する準確定申告書等は令和７年ベース

規定に基づいて支給を受ける年金等を除く。)の支払者から還付等をするための

　　 　ホ  改正のポイント

令和７年度税制改正の流れを受けて物価上昇に連動して基礎控除を引き上げる仕

組みが創設されました。今回の改正では、所得税の基礎控除について、合計所得金

ⓐ その居住者のその年分の合計所得金額が489万円以下である場合 42万円

ⓑ その居住者のその年分の合計所得金額が489万円を超える場合 5万円

　　　　　　 ｂ　令和１０年分以後の各年分　　37万円

　　 　ニ  令和７年分以後の各年分の基礎控除等の特例

㋑ 居住者のその年分の合計所得金額が655万円(令和10年分以後の各年分にあっ
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　　37万円は恒久的措置のため、令和１０年以降も引き続き上乗せされます。

　　② 給与所得控除の見直し

　　  　金額の表等について所要の措置を講ずる。

　　 　ヘ  改正まとめ

基礎控除額

令和６年分 令和７年分 令和８、９年分

合計所得金額 改正前 改正後

104万円

（62万円＋42万円）

2,450万円超2,500万円以下 16万円 同左 同左

62万円

132万円超336万円以下

336万円超489万円以下

88万円

48万円

48万円

2,500万円超 0万円 同左

655万円超2,350万円以下 58万円

（58万円＋10万円）

132万円以下
95万円 104万円

（58万円＋37万円※） （62万円＋42万円※）

48万円 同左 同左

（62万円＋42万円）

68万円

63万円 67万円

2,350万円超2,400万円以下

48万円

48万円

48万円

104万円

（58万円＋30万円）

489万円超655万円以下
（58万円＋5万円） （62万円＋5万円）

2,400万円超2,450万円以下 32万円 同左 同左

※ 令和７年分の上乗せ措置37万円及び令和８、９年分の上乗せ措置42万円のうち

　　　イ  給与所得控除について、65万円の最低保障額を69万円に引き上げる。

同左

ロ 上記イの見直しに伴い、給与所得の源泉徴収税額表(月額表、日額表)、賞与に対

する源泉徴収税額の算出率の表、年末調整等のための給与所得控除後の給与等の

(注) 上記の改正は、令和８年分以後の所得税について適用する。なお、上記ロの給

与所得の源泉徴収税額表(月額表、日額表)及び賞与に対する源泉徴収税額の算

出率の表の改正については、令和９年１月１日以後に支払うべき給与等について適
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 　       　用する。

㋑ 令和８年及び令和９年における給与所得控除の最低保障額を5万円引き上げる

令和７年度税制改正の流れを受けて物価上昇に連動して給与所得控除を引き上げ

　　 　　　特例を創設する。

　　 　ハ  給与所得控除の最低保障額の特例の創設

        申告することとなります。

また、令和８年及び令和９年については、給与所得控除の最低保障額の特例として、

           ㋺  上記㋑の特例は、年末調整において適用することができることとする。

           ㋩  その他所要の措置を講ずる。

　　 　ニ  改正のポイント

給与所得控除

る仕組みが創設されました。今回の改正では、所得税の給与所得控除について、最低

        保障額が65万円から69万円に4万円引き上げられることになりました。

        更正の請求を行うことになります。

        最低保障額に5万円を上乗せする措置が設けられました。

なお、給与所得控除の改正の施行日は令和８年１２月１日となりますので令和７年と

同様に、令和８年１１月３０日までに申告期限の到来する準確定申告書等は、令和７年

ベースの給与所得控除額により給与所得を計算し、その所得に基づき税額を計算し、

その後、改正の施行日である令和８年１２月１日以後に改正による給与所得控除額

等を反映したところで、おそらく当初提出した準確定申告書等が税額過大となるため

　　 　ホ  改正まとめ

改正後

令和６年分 令和７年分

給与等の収入金額 改正前

（最低保障額）

74万円

162万5千円超180万円以下
65万円 74万円

（最低保障額） （最低保障額）

（最低保障額）

（最低保障額） （最低保障額）

令和８、９年分

162万5千円以下
65万円 74万円

（最低保障額）

74万円
同左

180万円超190万円以下
65万円

190万円超220万円以下
収入金額×30％＋8万円

（65万円超～74万円以下）

55万円

（最低保障額）

収入金額×40％－10万円

（55万円超～62万円以下）

収入金額×30％＋8万円

（62万円超～65万円以下）
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　　③ ひとり親控除の見直し

　　④ 基礎控除、給与所得控除の見直しに伴う所要の措置

控除額等

同一生計配偶者の合計

所得金額要件　58万円以下
配偶者控除 38万円

同一生計配偶者の合計

所得金額要件　62万円以下
38万円

項　目
適用要件 控除額等 適用要件

改正後改正前

　　  　額の最低保障額を69万円（現行：65万円）に引き上げる。

イ 同一生計配偶者及び扶養親族の合計所得金額要件を62万円以下（現行：58万円

ロ ひとり親の生計を一にする子の総所得金額等の合計額の要件を62万円以下（現行：

　　  　58万円以下）に引き上げる。

　    　(注)  上記の改正は、令和８年分以後の所得税について適用する。

同左

　　 　へ  改正まとめ

660万円超850万円以下 同左 同左

　　  　以下）に引き上げる。

ハ 勤労学生の合計所得金額要件を89万円以下（現行：85万円以下）に引き上げる。

ニ 家内労働者等の事業所得等の所得計算の特例について、必要経費に算入する金

　　  ホ  その他所要の措置を講ずる。

収入金額×30％＋8万円
220万円超360万円以下 同左

360万円超660万円以下 同左 同左

（74万円超～116万円以下）

収入金額×20％＋44万円

　　　イ  ひとり親控除について、控除額を38万円（現行：35万円）に引き上げる。

　　  ロ  上記イの見直しに伴い、所要の措置を講ずる。

　    　(注)  上記の改正は、令和９年分以後の所得税について適用する。

（116万円超～176万円以下）

収入金額×10％＋110万円

（176万円超～195万円以下）

同左850万円超 195万円 同左
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Ｒ８
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 (２) 住宅ローン控除の拡充

① 住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除について、適用期限（令和７年

１２月３１日）を令和１２年１２月３１日まで５年延長するとともに、次の措置を講ずる。

イ 住宅の取得等をして令和８年から令和１２年までの間に居住の用に供した場合の住

宅借入金等の年末残高の限度額（借入限度額）、控除率及び控除期間を次のとおり

　　  　とする。

13年

0.7％ 13年
省エネ基準

適合住宅
令和８年・令和９年 ２，０００万円

ＺＥＨ水準

省エネ住宅
令和８年～令和１２年 ３，５００万円 0.7％

認定住宅

住宅の区分 控除期間

13年

控除率居住年

           ㋑  認定住宅等の新築等の場合

0.7％

借入限度額

４，５００万円令和８年～令和１２年

一にする配偶者の合計所得

金額　62万円超133万円以下

1万円～38万円

扶養親族の合計所得金額

要件　58万円以下
扶養控除 38万円～63万円

扶養親族の合計所得金額

要件　62万円以下
38万円～63万円

一定の親族の合計所得金額

58万円超123万円以下

特定親族

特別控除
3万円～63万円

一にする配偶者の合計所得

金額　58万円超133万円以下

配偶者特別控除

寡婦控除

3万円～63万円
一定の親族の合計所得金額

62万円超123万円以下

同一生計の配偶者及び

扶養親族の合計所得金額

要件　58万円以下

27万円～75万円

同一生計の配偶者及び

扶養親族の合計所得金額

ひとり親控除 35万円

障害者控除 27万円～75万円

扶養親族の合計所得金額

要件　58万円以下

扶養親族の合計所得金額

要件　62万円以下
27万円 27万円

35万円

38万円

勤労学生控除
勤労学生の合計所得金額

要件　85万円以下

勤労学生の合計所得金額

要件　89万円以下
27万円 27万円

生計を一にする子の総所得

－

控除対象配偶者以外の生計を

1万円～38万円

控除対象配偶者以外の生計を

65万円 －

金額等の要件　58万円以下

生計を一にする子の総所得

金額等の要件　62万円以下

要件　62万円以下

69万円
家内労働者

等の特例
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 　       　　以下同じ。

 　       　　宅地建物取引業者により一定の増改築等が行われたものをいう。以下同じ。

 　       　　控除期間は13年とする。

 　       　　定の増改築等が行われたものをいう。

           ㋺  認定住宅等である既存住宅の取得の場合

(注３) 省エネ基準適合住宅である買取再販認定住宅等を令和１０年から令和１２年ま

での間に居住の用に供した場合には、借入限度額は2,000万円と、控除率0.7％、

い、「認定住宅等の新築等」とは、認定住宅等の新築若しくは認定住宅等で建築

後使用されたことのないものの取得又は買取再販認定住宅等の取得をいう。

(注２) 上記（注１）の「買取再販認定住宅等」とは、認定住宅等である既存住宅のうち

適合住宅をいい、「認定住宅」とは、認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅をい

(注１) 上記の「認定住宅等」とは、認定住宅、ＺＥＨ水準省エネ住宅及び省エネ基準

住宅の区分 居住年 借入限度額

           ㋩  ㋑及び㋺以外の住宅の取得等の場合

控除率 控除期間

認定住宅 令和８年～令和１２年 ３，５００万円 0.7％ 13年

ＺＥＨ水準
令和８年～令和１２年 ３，５００万円 0.7％ 13年

省エネ住宅

省エネ基準
令和８年～令和１２年 ２，０００万円 0.7％ 13年

適合住宅

住宅の区分 居住年 借入限度額 控除率 控除期間

一般の住宅 令和８年～令和１２年 ２，０００万円 0.7％ 10年

認を受ける省エネ基準適合住宅（登記簿上の建築日付が令和１０年６月３０日以前

(注１) 上記の「㋑及び㋺以外の住宅の取得等」とは、買取再販住宅の取得、既存住宅の

 　       　　取得又は住宅の増改築等をいう。以下同じ。

(注２) 上記（注１）の「買取再販住宅」とは、既存住宅のうち宅地建物取引業者により一

(注３) 上記の「㋑及び㋺以外の住宅の取得等」には、令和９年１２月３１日以前に建築確

のものを含む。）又は建築確認を受けない省エネ基準適合住宅で登記簿上の建築

日付が令和１０年６月３０日以前のものの新築等であって、令和１０年から令和１２年
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 　       　　までの間に居住の用に供したものを含む。

② 特例対象個人が、認定住宅等の新築等又は認定住宅等である既存住宅の取得をし

て令和８年から令和１２年までの間に居住の用に供した場合（下記③の適用を受ける場

合を除く。）の住宅借入金等の年末残高の限度額（借入限度額）を次のとおりとして本

  　  特例の適用ができることとする。

           ㋺  認定住宅等である既存住宅の取得の場合

③ 個人が取得等をした床面積が40㎡以上50㎡未満である居住用家屋についても、本

　　　イ  認定住宅等の新築等の場合

(注) 上記の「特例対象個人」とは、個人で、年齢40歳未満であって配偶者を有する者、

年齢40歳以上であって年齢40歳未満の配偶者を有する者又は年齢19歳未満の

 　       　　扶養親族を有する者をいう。以下同じ。

④ 令和１０年１月１日以後に建築確認を受ける居住用家屋（登記簿上の建築日付が同年

省エネ住宅

省エネ基準
令和８年～令和１２年 ３，０００万円 0.7％ 13年

適合住宅

特例の適用ができることとする。ただし、その者の控除期間のうち、その年分の所特税

  　  に係る合計所得金額が1,000万円を超える年については、適用しない。

認定住宅 令和８年～令和１２年 ４，５００万円 0.7％ 13年

ＺＥＨ水準
令和８年～令和１２年 ４，５００万円 0.7％ 13年

(注) 省エネ基準適合住宅である買取再販認定住宅等を令和１０年から令和１２年まで

住宅の区分 居住年 借入限度額 控除率 控除期間

0.7％ 13年
省エネ住宅

省エネ基準
令和８年・令和９年 ３，０００万円 0.7％ 13年

適合住宅

控除期間

認定住宅 令和８年～令和１２年 ５，０００万円 0.7％ 13年

ＺＥＨ水準
令和８年～令和１２年 ４，５００万円

 　       　　の間に居住の用に供した場合には、借入限度額は3,000万円とする。

住宅の区分 居住年 借入限度額 控除率
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  　  て、その適用期限を５年延長するとともに、次の見直しが行われました。

イ 令和１２年以降は新築が認められなくなる予定の省エネ基準適合住宅の新築につ

 　 ⑧  改正のポイント

少子化に伴う人口減少や世帯規模の変化、住宅価格の高騰、カーボンニュートラル

といった社会的変化に対応した豊かな住宅環境を実現するため、既存の住宅の利活用

と住宅の省エネ性能の更なる向上を促進することを目的として、住宅ローン控除につい

⑦ 年末調整に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除その他の措置に

  　  ついて、所要の措置を講ずる。

危険区域、土砂災害特別警戒区域及び浸水被害防止区域をいう。以下同じ。

行う者に対し、都市再生特別措置法に基づき、適正な立地を促すため市町村長

 　       　　が行った勧告に従わないで居住用家屋が建築された一定の場合をいう。

年１月１日以後に居住の用に供したときは、本特例の適用ができないこととする。ただし、

た場合におけるその災害危険区域に限る。）、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊

(注２) 上記（注１）の「一定の居住用家屋が建築された場合」とは、一定の住宅建設を

 　  ⑥  いわゆる気候風土適応住宅を本特例の対象に追加する。

６月３０日以前のものを除く。）又は建築確認を受けない居住用家屋で登記簿上の建築

日付が同年７月１日以降のもののうち、一定のＺＥＨ水準省エネ基準を満たさないものの

新築又はその居住用家屋で建築後使用されたことのないものの取得については、本特

  　  例の適用ができないこととする。

⑤ 個人が災害危険区域等内において、居住用家屋の新築（従前家屋（その個人、その

(注１) 上記の「災害危険区域等」とは、災害危険区域（一定の居住用家屋が建築され

その居住用家屋に係る建築確認を受けた時において、その居住用家屋の新築をする

(注) 上記③及び⑥の改正は、住宅の取得等をして令和８年１月１日以後に居住の用に供

 　     した場合について適用する。

  　  土地の全部が災害危険区域等に含まれない場合は、この限りでない。

個人の配偶者又はその個人の２親等以内の親族が５年以上居住の用に供し、又は供し

ていた家屋に限る。）の建替えによる居住用家屋の新築を除く。）又は居住用家屋で建

築後使用されたことのないものの取得をした場合において、その居住用家屋を令和１０

なお、東日本大震災の被災者等に係る住宅ローン控除についても適用期限の延長

  　  や見直しが行われています。
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 (３) 青色申告特別控除の見直し

ヘ 気候風土適応住宅については、国土交通省の「令和８年度税制改正における住宅

ローン減税の制度変更Ｑ＆Ａ」において省エネ基準適合住宅に含まれる旨の記載が

ありますが、借入限度額等に言及した記載は見受けられませんでしたので今後詳細が

　　  　明らかになるまでは取扱いにはご注意ください。

ホ 東日本大震災の被災者向けの措置について、引き続き被災者による住宅の早期再

建を支援する観点から、床面積要件の特例の適用範囲の拡充や立地要件の導入等

　　  　の措置が講じられました。

　　  　いて、令和１０年以降は住宅ローン控除の適用対象外とされました。

り電磁的記録の保存等を行っていること（次に掲げる場合のいずれかに該当する場合に

  　  限る。）との要件を満たすものとした上、控除額を75万円に引き上げる。

ロ 特定電子計算機処理システムを使用するとともに、電子取引の取引情報に係る電磁

的記録（特定電磁的記録に限る。）のうちその保存がその特定電子計算機処理システ

① 55万円の青色申告特別控除について、その年分の所得税の確定申告書、貸借対照

表及び損益計算書等の提出を、その提出期限までに電子情報処理組織（e-Tax)を使用

イ 仕訳帳及び総勘定元帳について、国税の納税義務の適正な履行に資するものとし

　　  　て一定の要件を満たす電磁的記録の保存等を行っている場合

  　  して行うことを適用要件に加えた上、控除額を65万円に引き上げる。

② 65万円の青色申告特別控除について、対象者を上記①の見直し後の要件を満たす

者であって、その年分の事業に係る仕訳帳及び総勘定元帳につき、電子計算機を使用

して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律に定めるところによ

 　　青色申告特別控除について、次の見直しを行う。

　　  　１０年１月１日以降、住宅ローン控除の適用対象外とされました。

ロ 省エネ性能の高い中古住宅について、借入限度額の見直しを行うとともに、子育て

世帯向けの上乗せ措置を新たに設けて、その控除期間が１３年（従前：１０年）と３年控

　　  　除期間が長くなりました。

ニ 安心・安全な住まいの実現の観点から、災害リスクの高い地域での新築住宅を令和

　　  　乗せ措置との選択適用となりました。

ハ 床面積要件について、住宅の区分の要件が緩和されるとともに、子育て世帯は上
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Ⅱ　資産課税

 (１) 教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置の廃止

75万円

75万円

10万円

10万円

簡易簿記＋前々年分の事業所得又は不動産所得の収入が1,000万円超 10万円 0万円

複式簿記＋優良な電子帳簿

複式簿記＋請求書データ等の自動連携

複式簿記＋書面申告

簡易簿記（下記以外）

65万円

65万円

55万円

10万円

改正後

青色申告特別控除額

複式簿記＋電子申告 65万円 65万円

条件
改正前

 　 ⑤  改正のポイント

  　  　 青色申告特別控除について、近年における会計ソフトの普及や電子申告割合の向上

  　  を踏まえ、記帳水準の向上を図るとともに、デジタル時代にふさわしい記帳や申告の一

ムを使用して国税の納税義務の適正な履行に資するものとして一定の要件を満たすこ

  　  層の促進を図る観点から、以下の見直しを行うこととなりました。

　　  　とができるものはその要件に従って保存を行っている場合

③ 10万円の青色申告特別控除の対象者から、その年において不動産所得又は事業所

得を生ずべき事業を営む者で、これらの所得に係る取引を簡易な簿記の方法によって

り記録しているもののうち、次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める者を除外

  　  する。

イ その者が不動産所得を生ずべき事業を営む者である場合 その年の前々年分の

　　  　不動産所得に係る収入金額が1,000万円を超えるもの

ロ その者が事業所得を生ずべき事業を営む者である場合 その年の前々年分の事

 　 ④  その他所要の措置を講ずる。

　  (注)  上記の改正は、令和９年分以後の所得税について適用する。

　　  　業所得に係る収入金額が1,000万円を超えるもの

① 直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置について、

令和８年３月３１日までとされている教育資金管理契約に基づく信託等可能期間を延長
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 (２) 法人版事業承継税制の拡充

 (３) 個人版事業承継税制の拡充

せずに終了することとし、同日までに拠出された金銭等については、引き続き本措置を

  　  適用できることとする。

 　 ②  改正のポイント

  　  減の進展などの理由から延長せずに廃止されることとなりました。

教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置について、令和８年３月３１日までと

されている期限をこれまでの利用実態や格差固定化の懸念、教育費の無償化や負担軽

なお、これと類似する結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置につい

ても、令和７年度税制改正で令和９年３月３１日まで延長されましたが、同様に延長せず

に廃止される可能性がありますので、利用を検討している顧問先には令和９年度税制改

正大綱を参照の上、期限までに判断及び所要の手続きをするようご指導ください。

① 非上場株式等に係る相続税・贈与税の納税猶予の特例制度について、特例承継計

  　  画の提出期限を１年６月延長する。

 　 ②  改正のポイント

法人版事業承継税制について、特例承継計画の提出期限が令和８年３月３１日から

令和９年９月３０日までに延長されました。ただし、事業承継の期限は当初から変わりな

  　  く令和９年１２月３１日となりますので、計画書を出される場合はご注意ください。

① 個人の事業用資産に係る相続税・贈与税の納税猶予制度について、個人事業承継

  　  計画の提出期限を２年６月延長する。

 　 ②  改正のポイント

なお、この制度の事業承継の期限到来後の事業承継のあり方については、令和９年

  　  度税制改正の中で決論が示されることを予定しています。

個人版事業承継税制について、特例承継計画の提出期限が令和８年３月３１日から

令和１０年９月３０日までに延長されました。ただし、事業承継の期限は当初から変わり

なく令和１０年１２月３１日となりますので、計画書を出される場合はご注意ください。

なお、この制度の事業承継の期限到来後の事業承継のあり方については、令和９年

  　  度税制改正の中で決論が示されることを予定しています。
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 (４) 相続税等の財産評価の適正化

等、事業者等が把握してる適正な売買実例価額又は定期報告書等に記載された不動

産の価格等を参酌して求めた金額によって評価することができることとする。ただし、こ

  　  よって評価する。

  を踏まえ、その取引実態等を考慮し、次の見直しを行う。

 　 ①  貸付用不動産の評価

被相続人等が課税時期前５年以内に対価を伴う取引により取得又は新築をした一定

等がその所有する土地（同日の５年前から所有しているものに限る。）に新築をした家屋

相続税法の時価主義の下、貸付用不動産の市場価格と相続税評価額との乖離の実態

れらに該当するものがないと認められる場合には、上記①に準じて評価（取得時期や評

 　     価の安全性を考慮）する。

(注) 上記の改正は、令和９年１月１日以後に相続等により取得をする財産の評価に適用

する。ただし、上記①の改正については、その改正を通達に定める日までに、被相続人

 　 ②  不動産小口化商品の評価

不動産特定共同事業契約又は信託受益権に係る金融商品取引契約のうち一定の

ものに基づく権利の目的となっている貸付用不動産については、その取得の時期に

かかわらず、課税時期における通常の取引価額に相当する金額によって評価する。

(注) 上記の課税時期における通常の取引価額に相当する金額については、課税上の弊

害がない限り、出資者等の求めに応じて事業者等が示した適正な処分価格・買取価格

 　    （同日において建築中のものを含む。）には適用しない。

税や贈与税の税負担の軽減を図る事例が散見される状況で、現行の財産評価基本通

達に定める原則的な方法により評価することが著しく不適当と認められる財産の価額は、

伝家の宝刀（財産評価基本通達総則第６項）によって対応することになりますが、これを

の貸付用不動産については、課税時期における通常の取引価額に相当する金額に

(注) 上記の課税時期における通常の取引価額に相当する金額については、課税上の弊

害がない限り、被相続人等が取得等をした貸付用不動産に係る取得価額を基に地価

の変動等を考慮して計算した価額の100分の80に相当する金額によって評価すること

 　     ができることとする。

 　 ③  改正のポイント

貸付用不動産の市場価格と財産評価基本通達評価額との価格差を利用して、相続
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乱用することは納税者と課税庁に不必要な軋轢を生みかねないので、評価の適正化と

税負担の公平性を図る観点から貸付用不動産の評価方法について見直されることとな

  　  りました。

具体的には、令和９年１月１日以後に相続等により取得する貸付用不動産の評価に

ついて、その貸付用不動産が課税時期前５年以内に購入等されたものであるときは、

従来の評価方法ではなく、課税時期における通常の取引価額に相当する金額によって

評価することとなりました。詳しい計算式等は通達の改正待ちの状態ですのでパブリック

  　  ・コメントに注目しましょう。

また、小口化された貸付用不動産（貸付用不動産を所有する事業者が一口いくらで

出資を募る金融商品取引契約のうち一定のもの）についても見直されることとなりました。

 　 ④  対象貸付不動産の取得時期等

今回の改正により、課税時期における通常の取引価額に相当する金額によって評価

ただし、小口化した貸付用不動産については、取得の時期にかかわらず、課税時期

における通常の取引価額に相当する金額によって評価することとなりますのでご注意く

  　  ださい。

することとなる貸付用不動産は以下の通りです。なお、経過措置が設けられております

  　  のでご注意ください。
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㋑

●

●

㋺

●

●

１／１ ３／２０

課税時期前５年以内

取得

　　　イ  原則
Ｒ９

３／２０

課
税
時
期

Ｒ４ Ｒ９

以
後
の
相
続
・
贈
与

土地

建物

取得

従来の評価方法 従来の評価方法

土地

建物

本改正の対象

通達の発遣日の５年前から所有している土地の上に、㋑その通達の発遣日までに新

築又は㋺その通達の発遣日に建設中の貸付用家屋については、本改正は適用しない。

　　　ロ  経過措置

本改正の対象

取得

取得
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㋑

●

●

㋺

●

★ ●

㋩

●

●

Ｒ９ Ｒ９
３／２０

Ｒ３

土地

建物

取得

取得

従来の評価方法

土地

取得

建物

従来の評価方法

発遣日から５年前 以
後
の
相
続
・
贈
与

６／２０

発
遣
日

新築取得

課税時期前５年以内

従来の評価方法 従来の評価方法

Ｒ４
３／２０

Ｒ８
６／２０

（建設中）（建設開始）

課
税
時
期

１／１

取得

土地

新築取得

建物

従来の評価方法 本改正の対象
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 (５) 固定資産税の免税点の見直し

 (６) 不動産取得税の免税点の見直し

Ⅲ　法人課税

 (１) 中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例の拡充

 　 ⑤  通達決定の流れ

  　  る免税点を180万円（現行：150万円）にそれぞれ引き上げる。

  　  ものについては１戸につき34万円（現行：12万円）にそれぞれ引き上げる。

　  (注)  上記の改正は、令和９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。

  　  される通達で確認するようにしましょう。

改正通達は、通例として６月下旬に発遣されて、７月中旬ごろに公表されますが、パ

  　  ブリック・コメントの募集等で時間を要する場合にはズレ込む可能性もあります。

また、経過措置の基準となる適用日は、税制改正大綱上は通達に定める日（通常は

国税庁長官の発遣日）となっていますが、自由民主党税制調査会提出資料では通達

の公開日（通常報道発表掲載日）となっていて、異なる日付となっておりますので公表

固定資産税について、家屋に係る免税点を30万円（現行：20万円）に、償却資産に係

万円未満に10万円引き上げられました。ただし一事業年度の合計額300万円以下の要

　  (注)  上記の改正は、令和８年４月１日以後の不動産の取得について適用する。

　　  　る。

 　 ②  改正のポイント

本改正は、その事業年度開始の日が令和８年４月１日から令和１１年３月３１日までの

ロ 対象となる法人から常時使用する従業員の数が400人を超える法人を除外する。

不動産取得税について、土地に係る免税点を16万円（現行：10万円）に、家屋に係る

免税点のうち建築に係るものについては１戸につき66万円（現行：23万円）に、その他の

① 中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例について、次の措

  　  置を講じた上、その適用期限を３年延長する。（所得税についても同様とする。）

イ 対象となる減価償却資産の取得価額を40万円未満（現行：30万円未満）に引き上げ

間に事業の用に供した減価償却資産で取得価額が40万円未満のものにつき損金経理

をした場合には、損金算入を認めるもので、取得価額要件が従来の30万円未満から40
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 (２) 中小企業投資促進税制の見直し

 (３) 中小企業経営強化税制の見直し

 (４) 特定事業継続力強化設備等の特別償却制度の見直し

 　 ②  改正のポイント

本改正は、少額減価償却資産の改正による変更を反映させた改正で令和８年４月１日

  　  以後開始する事業年度から適用されます。

なお、ここにいう取得価額とは圧縮記帳の適用を受ける資産の場合には、圧縮記帳適

なお、ここにいう取得価額とは圧縮記帳の適用を受ける資産の場合には、圧縮記帳適

  　  用後の取得価額となりますのでご注意ください。

 　 ②  改正のポイント

本改正は、少額減価償却資産の改正による変更を反映させた改正で令和８年４月１日

  　  以後開始する事業年度から適用されます。

① 特定事業継続力強化設備等の特別償却制度における器具備品の取得価額要件を

① 中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は税額控除

  　  以上（現行：30万円以上）に引き上げる。（所得税についても同様とする。）

なお、ここにいう取得価額とは圧縮記帳の適用を受ける資産の場合には、圧縮記帳適

  　  用後の取得価額となりますのでご注意ください。

本改正は、少額減価償却資産の改正による変更を反映させた改正で令和８年４月１日

  　  以後開始する事業年度から適用されます。

① 中小企業投資促進税制における工具の取得価額要件のうち「１台又は１基の取得価

額が30万円以上の工具の取得価額の合計額が120万円以上であること」との要件を「１

 　 ②  改正のポイント

  　  40万円以上（現行：30万円以上）に引き上げる。（所得税についても同様とする。）

制度（中小企業経営強化税制）における工具及び器具備品の取得価額要件を40万円

台又は１基の取得価額が40万円以上の工具の取得価額の合計額が120万円以上であ

  　  ること」とする。（所得税についても同様とする。）

  　  件は変わりありません。

  　  見直されましたので、適用対象法人に該当するかもご注意ください。

また、適用対象法人の常時使用する従業員数の要件が500人以下から400人以下に
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 (５) 賃上げ促進税制の改廃

 (６) 特定生産性向上設備等投資促進税制の創設

また、中堅企業向けの賃上げ促進税制については、給与等の増加割合や控除率の

見直しが図られるとともに、中小企業向けの賃上げ促進税制とともに教育訓練費に係る

  　  用後の取得価額となりますのでご注意ください。

 　 ①  全法人向けの措置は、令和８年３月３１日をもって廃止する。

イ 原則の税額控除率（10％）が適用できる場合を、継続雇用者給与等支給額の継続

雇用者比較給与等支給額に対する増加割合が4％以上（現行：3％以上）である場合

給与等の支給額が増加した場合の税額控除制度について、次の措置を講ずる。（所得

  税についても同様とする。）

② 常時使用する従業員の数が2,000人以下である法人向けの措置は、適用期限（令和

９年３月３１日）の到来をもって廃止することとし、令和８年４月１日から令和９年３月３１日

ロ 継続雇用者給与等支給額の継続雇用者比較給与等支給額に対する増加割合が

 　 ③  改正のポイント

令和６年度税制改正で物価上昇に対応した賃上げの促進を図るために賃上げ促進

  　  までの間に開始する事業年度について、次の見直しを行う。

4％以上である場合に税額控除率に15％を加算する措置を、その増加割合が5％以上

である場合に税額控除率に5％（その増加割合が6％以上である場合には、15％）を

　　  　加算する措置とする。

　　　ハ  教育訓練費に係る上乗せ措置は、廃止する。

　　  　とする。

までに開始事業年度を最後に廃止となり、中堅企業向けの賃上げ促進税制は、適用期限

  　  をもって廃止となりました。

  　  上乗せ措置が廃止されました。

税制の拡充が行われました。また、大法人と中小企業の間に中堅企業という新たな区分

も創設されましたが、近年、賃上げ上昇率がバブル期に次ぐ水準となる一方、人材確保

のための賃上げを余儀なくされるなか、大法人に比べて中小企業の人手不足感が強い

状況を踏まえ、大法人向けの賃上げ促進税制は、適用期限を待たずに令和８年３月３１日

① 産業競争力強化法の改正を前提に、青色申告書を提出する法人が、生産等設備を
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機械装置等について普通償却限度額との合計でその取得価額までの特別償却（即時償

定の規模以上のものに限る。）で、特定生産性向上設備等（仮称）（その法人が同法の改

正法の施行の日から令和１１年３月３１日までの間に経済産業大臣の確認を受けたものに

ニ 建物附属設備及び構築物 それぞれ一の取得価額が120万円以上のもの（建物

附属設備については、一の取得価額が60万円以上で、かつ、一事業年度におけるそ

　　  　の取得価額の合計額が120万円以上のものを含む。）

　　　ホ  ソフトウエア　　一の取得価額が70万円以上のもの

のうち、次の基準に適合することについて経済産業大臣の確認を受けたものをいう。

性向上設備等の取得価額の合計額が35億円以上（中小企業者又は農業協同組合等

れぞれ１台又は１基の取得価額が40万円以上で、かつ、一事業年度におけるその取

　　  　得価額の合計額が120万円以上のものを含む。）

　　　ハ  建物　　一の取得価額が1,000万円以上のもの

(注３) 上記の「特定生産性向上設備等」とは、産業競争力強化法の生産性向上設備等

イ 生産性向上設備等の導入に係る投資計画に記載された生産等設備を構成する生産

ロ 工具及び器具備品 それぞれ１台又は１基の取得価額が120万円以上のもの（そ

却）とその取得価額の7％（建物、建物附属設備及び構築物については、4％）の税額控

除との選択適用ができることとする。ただし、税額控除における控除税額は当期の法人税

額の20％を上限とし、控除限度超過額は３年間の繰越しができることとする。（所得税につ

  　  いても同様とする。）

(注１) 上記の「生産等設備」とは、その法人の事業の用に直接供される減価償却資産

で構成されているものをいう。なお、事務用器具備品、本店、寄宿舎等の建物、福

 　       　利厚生施設等は該当しない。

構成する機械装置、工具、器具備品、建物、建物附属設備、構築物及びソフトウエア（一

　    (注２)  上記の「一定の規模以上のもの」とは、それぞれ次のものをいう。

　　　イ  機械装置　　１台又は１基の取得価額が160万円以上のもの

限る。）に該当するもの（以下「特定機械装置等」という。）の取得等をし、これを国内にある

その法人の事業の用（貸付けの用を除く。）に供した場合（その確認を受けた日から同日

以後５年を経過する日までの期間内に、特定機械装置等の取得等をし、その事業の用に

供した場合に限る。）には、その事業の用に供した日を含む事業年度においてその特定

　　  　については、5億円以上）であること。
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　　  　に基づくものであること。

ホ 上記のほか、生産性向上設備等の導入がその法人の設備投資を増加させるもので

ロ 生産性向上設備等の導入に係る投資計画における年平均の投資利益率が15％以上

　　  　載されていること。

　　  　となることが見込まれるものであること。

ハ 生産性向上設備等の導入に係る投資計画にその実現に必要な資金調達手段が記

ニ 生産性向上設備等の導入に係る投資計画が取締役会等の適切な機関の意思決定

　　  　あること等の要件を満たすものであること。

(注４) 上記の「取得等」とは、取得（その製作又は建設の後事業の用に供されたことのな

いものの取得に限る。以下同じ。）又は製作若しくは建設をいい、建物にあっては改

修（増築、改築、修繕又は模様替をいう。）のための工事による取得又は建設を含む。

(注５) 控除限度超過額の繰越控除は、産業競争力強化法の改正法の施行の日から令

和１１年３月３１日までの間に予見し難い国際経済事情の急激な変化に対応するた

めの計画について産業競争力強化法の認定を受けた法人（繰越控除の適用を受け

ようとする事業年度終了の日までに、その認定を取り消された法人又はその認定に

係る計画の計画期間が終了した法人を除く。）で予見し難い国際経済事情の急激

な変化への対応を確実に実施していることについて経済産業大臣の確認を受けた

 　       　ものに限り、適用できることとする。

(注６) 中小企業者（適用除外事業者に該当するものを除く。）又は農業協同組合等以外

の法人の所得の金額が前期の所得の金額を超える一定の事業年度で、かつ、次の

イ 継続雇用者給与等支給額の継続雇用者比較給与等支給額に対する増加割合が1％

以上（資本金の額等が10億円以上であり、かつ、常時使用する従業員の数が１,000人

以上である場合又は常時使用する従業員の数が2,000人を超える場合には、2％）であ

ロ 国内設備投資額が当期償却費総額の30％（資本金の額等が10億円以上であり、か

つ、常時使用する従業員の数が1,000人以上である場合又は常時使用する従業員の

いずれかに該当しない事業年度においては、本制度（繰越税額控除制度を除く。）

 　       　を適用しないこととする。

　　  　ること。

　　  　数が2,000人を超える場合には、40％）を超えること。

(注７) 特定生産性向上設備等に係る投資計画の確認を受けた法人については、その投
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Ⅳ　消費課税

 (１) ２割特例の見直し

 　 ②  改正のポイント

本改正は、高付加価値型の経済・産業構造に転換し、「強い経済」を実現するため、

国内設備投資の拡大を通じて、日本企業の「稼ぐ力」を向上させる観点から、業種を問わ

ない大規模、かつ、高付加価値の設備投資を推進する特定生産性向上設備等投資促

  　  進税制が創設されました。

規模の設備投資を行なった場合には、特別償却（即時償却）と税額控除（機械装置、工

具、器具備品、ソフトウエアについては7％、建物、建物附属設備、構築物については、

4％）のいずれかを選択適用することができますが、投資規模が大きい（大法人で35億円

具体的には、青色申告法人で経済産業大臣の確認を受けた投資計画に基づき、一定

資計画の期間中においては、次の制度（ロの制度のうち繰越税額控除制度を除く。）

 　       　の適用を受けることができないこととする。

イ 地域経済牽引事業の促進区域内において特定事業用機械等を取得した場合の特

以上、中小企業者等で5億円以上）ことや、投資利益率（ＲＯＩ）の要件があるなどやや使い

  　  にくそうな制度であるように思われます。

　　  　別償却又は税額控除制度

ロ 中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は税額控除

　　  　制度（中小企業経営強化税制）

　　　ハ  カーボンニュートラルに向けた投資促進税制

① 個人事業者である適格請求書発行事業者の令和９年及び令和１０年に含まれる各課

税期間（免税事業者が適格請求書発行事業者となったこと又は課税事業者選択届出書

を提出したことにより事業者免税点制度の適用を受けられないこととなる課税期間に限

る。）については、その課税期間における課税標準額に対する消費税額から控除する金

額を、その課税標準額に対する消費税額に７割を乗じた額とすることにより、納付税額を

  　  その課税標準額に対する消費税額の３割とすることができることとする。

② 適格請求書発行事業者が上記①の適用を受けようとする場合には、確定申告書にそ

  　  の旨を付記するものとする。

③ 上記①の適用を受けた適格請求書発行事業者が、その適用を受けた課税期間の翌
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 (２) 免税事業者からの課税仕入れに係る税額控除に関する経過措置の見直し

Ⅴ　防衛力強化に係る財源確保のための税制措置

 (１) 防衛特別所得税（仮称）の創設

　　　イ  令和８年１０月１日から令和１０年９月３０日まで　　70％

　　　ロ  令和１０年１０月１日から令和１２年９月３０日まで　　50％

  　  入れについて、本経過措置の適用を認めないこととする。

  　  年の２年間３割特例の経過措置が設けられました。

 　 ④  改正のポイント

令和５年１０月１日より始まったインボイス制度の導入時に経過措置として設けられた

２割特例について、経過期間の終了にあわせて、個人事業者限定で令和９年と令和１０

(注) 現行の適格請求書発行事業者となる小規模事業者に係る税額控除に関する経過措

置の適用を受けた適格請求書発行事業者についても上記と同様の措置を講ずることと

し、令和８年１０月１日以後に終了する課税期間から本措置を適用できることとする。

はその事業年度で１億円（現行：10億円）を超える場合には、その超えた部分の課税仕

　 (注)  上記の改正は、令和８年１０月１日以後に開始する課税期間から適用する。

課税期間に係る確定申告期限までに、その翌課税期間について簡易課税制度の適用

を受ける旨の届出書を納税地を所轄する税務署長に提出したときは、その翌課税期間

  　  から簡易課税制度の適用を認める。

① 本経過措置における控除可能割合について、次に掲げる期間の区分に応じ、それぞ

 　 ③  改正のポイント

令和５年１０月１日より始まったインボイス制度の導入時に経過措置として設けられた

免税事業者からの課税仕入れに係る税額控除について、経過措置の期間を２年間延長

  　  するとともに控除可能割合が見直されました。

  　  れ次に定める割合とする。

② 一の適格請求書発行事業者以外の者からの課税仕入れの額の合計額がその年又

　　　ハ  令和１２年１０月１日から令和１３年９月３０日まで　　30％
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 (２) 復興特別所得税の改正

 　 ①  復興特別所得税の税率を1.1％（現行：2.1％）に引き下げる。

　  (注１)  上記①の改正は、令和９年分以後の所得税等について適用する。

(注２) 令和８年度税制改正後も、東日本大震災からの復旧・復興に要する財源について

 　   　   は、引き続き責任を持って確保する。

 　 ③  その他所要の措置を講ずる。

令和９年より防衛特別所得税が税率１％で課税されることとなりましたが、復興特別所

得税の税率が1.1％（現行：2.1％）に引き下げられるため、パッと見は従来と変わらない

税負担のように感じられます。実際には、復興特別所得税の課税期間が10年延長される

イ 所得税の納税義務者は、基準所得税額につき、防衛特別所得税を納める義務がある。

ロ 所得税の源泉徴収義務者は、その源泉徴収に係る所得税の額につき、防衛特別所

　　  　得税を徴収し、納付する義務がある。

イ 防衛特別所得税は、その年分の基準所得税額に1％の税率を乗じて計算した金額

　　  　とする。

ハ 基準所得金額の計算その他上記イ及びロ以外の税額計算については、復興特別

　　  　所得税と同様とする。

  　  等、実質的な税負担は増加することになります。

 　 ④  改正のポイント

　　　ロ  防衛特別所得税の課税期間は令和９年以後の当分の間とする。

 　 ①  納税義務者

　　　ロ  その他所要の措置を講ずる。

 　 ②  税額の計算

 　 ③  その他

イ 申告、納付等、源泉徴収等、質問検査権及び罰則等については、復興特別所得税

 　 ②  復興特別所得税の課税期間を令和２９年まで（現行：令和１９年まで）の間とする。

　　  　と同様とする。
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